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む環境が大きく変化し、調査対象が偏ってしまうなどの歪みが出て

きていると指摘する。固定電話を持たない若年層の意識を拾ってい

くためにも、電話、ネット、面接など複数の手法を組み合わせる「ハ

イブリッド」方法を提唱した。 
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萩原 萩原と申します。社会人になって２５

年、ずっと調査の世界におりました。最初に入

ったのが当時出来たばかりの日経リサーチと

いう会社で、私は第１期生です。 
日経リサーチは編集局から世論調査を受託

していましたが、経済紙ですから他の全国紙ほ

ど調査予算もなく苦労されておりました。しか

し世論調査への関心は高く、面接調査が一般的

だった時代に、当時としては珍しかった電話調

査に積極的に取り組みました。サンプルも今よ

り大規模で「日経１万人調査」と呼んでいたと

思います。専門家の先生方からは電話で世論調

査をやることに対してずいぶん批判もありま

したが、いまでは新聞社もテレビ局も電話調査

が全盛で、本当に信じられないような思いです。 
ネットレイティングスはインターネット視

聴率データを提供する米ニールセンの関連会

社で、９９年の設立から参加して１０年間社長

を務めました。ネットの視聴率というのもすっ

かり定着いたしましたので、今年春からはフェ

ローというタイトルで研究職に専念しており

ます。 
 
世論調査への２つの問題提起 

 
２００２年、週刊誌「ＡＥＲＡ」からインタ

ビューを受け、「ネットと世論調査」というコ

ラムにまとめていただきました。その中で（１）

当時急速に普及しつつあったネットリサーチ

でも補正技術などを使えば世論調査が可能で

はなないか、（２）調査に頼らずインターネッ

ト上にあふれる声や意見を集めることで世論

を把握できるのではないか、という二つの問題

提起を行いました。７年後の現在でも大きな問

いかけとして生きています。 
世論調査にネットリサーチ活用が真剣に検

討されるようになった背景には、今の電話調査

が世論調査としてきちんと機能しているのか

という危惧があります。電話調査をとりまく環

境が大きく変化しているため、このまま同じこ

とを続けるわけにはいかないという危機意識

が専門家や実査現場にはあるのです。５年後と

か１０年後を見据えて電話調査に代わる手法

を考えていかなくてはならないといった話を

若い人たちとする機会もずいぶん増えました。 
また世論調査は「世論」を知るために実施し

ますが、その手段は質問紙だけなのかというの

も本質に関わる話です。  
例えば市場調査（マーケティングリサーチ）

と世論調査とを比べてみましょう。市場調査は

消費者の意識・行動を探ることが重要な目的で

す。しかし消費者のことを知るために世論調査

のようなクエスチョネアで尋ねて、回答分布を

何％という形で出すものだけが市場調査では

ありません。市場調査ではインタビューによる

定性情報の収集から販売データ・購買データの

分析まで、ありとあらゆる方法が駆使されます。

データの種類やタイプが豊富でそれらをまと

めて市場調査と呼んでいるのです。 
世論調査というと訪問にしても電話にして

も、あらかじめ用意した質問に対する回答の分

布が世論というのが当たり前のようになって

いますが、最近はインターネットに書き込まれ

たものから多様なデータを集められるように

なりました。ネットというプラットフォームは

既存マスメディアと異なり、要するに初めて普

通の人たちの意見が大量にアップロードされ

てそれを他の人たちが読んだり考えたりする

ので、そこに現れた内容も世論のひとつと考え

られるのです。それこそが双方向メディアの特

徴なのですから。 
  
新聞にあふれるネットリサーチ記事 

  
最近明らかにいえますのは、インターネット

を使ったアンケート調査に対する許容度が非

常にゆるくなっているということです。新聞に

は企業がリリースで発表するいろんなパブリ

シティー調査の結果が記事として掲載されま

すね。特におもしろい内容だと記者側も競って

紹介します。世論調査とは別に、そういった調

査の記事が以前よりずいぶんと目に付くよう

になりました。 
なぜかといえば、ネットリサーチによって簡
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単に調査ができるようになった。企業側にとっ

ては広告を出すよりも、記事をはじめとするパ

ブリシティーとして出したほうが注目を集め

ますし、広告的な価値というのが高まります。

そういう背景もあって、企業側がどんどんリリ

ースを出し、おもしろければ記事としてもどん

どん載せるということです。新聞に掲載されて

いるアンケート結果の記事のほとんどは、イン

ターネットを使った調査になっております。 
ネットリサーチは当然インターネットを使

っている人しか答えられないですし、実際のと

ころは、ほとんどがあらかじめ調査回答者を募

集しておくパネルを使ったアンケートです。

「マクロミル」「ヤフーバリューインサイト」

など、ネット調査を専門にやる会社が１００万

人規模の調査協力者リストを持っていますの

で、条件に応じてネットユーザーを抽出しアン

ケートを依頼します。 
ネットリサーチの大部分は企業内で使うも

のですが、このようなパブリシティを目的とし

たアンケートは、ネット調査かどうか、あるい

はそれが手法的に正しいか正しくないかには

触れられず、何々が何パーセントだったという

結果だけが報道される。 
良心的なケースでは東京都民を対象にネッ

トで聞いたとか、記事の後ろのほうに書いてあ

ったりもしますけれども。要するに我々がいろ

んな調査結果の話題にふれたときに、その調査

がインターネットの特にパネルを使った調査

の数字であるということが、この数年で一般化

している。多分、調査をやる企業側も、報道す

る記者側も、受け取る読者側もあまり気にしな

くなっています。 
ある程度リテラシーがある人は、ああネット

か、じゃあ偏っているよね、ということを考え

ながら読むという習慣もあるのですが、そのく

らいネットリサーチへの許容度は緩くなって

いるという事実があるわけです。 
 
世論調査での利用には一応の歯止め 

  
ただ、世論調査だけはそこに歯どめがかかっ

ています。少なくとも企業が発表するほかの意

識調査記事にあるような形で「インターネット

で世論調査をやりました」と報道することはほ

とんどない。これはまだ良心が残っているとい

うことでしょう。私の気持ちの中でもそうなの

ですけれども、やはり世論調査だけは最後のと

りでで、ネットリサーチを安易に使ってはいけ

ないと、報道する側も考えているし、読者側も

そうです。ネットでアンケートをやって、麻生

内閣の支持率が３％でした、なんていうのが出

たらおもしろいのですが、だってネットでしょ

といわれたらそれまでです。ネットを受け入れ

る意識調査と受け入れない世論調査、そういう

切り分けのできているというのが、いまの状況

だと思うのです。 
しかし、アエラ誌で提言した２００２年当時

といまと結構違っているところといえば、訪問

や電話などトラディショナルな調査をやる環

境がさらに悲惨なことになっていまして、ほと

んどできない。住民基本台帳法の改正で無作為

抽出ができないとか、訪問しても会えないし拒

否されるし、といった状況なのです。これは国

の調査などにもいえることですけど、今までト

ラディショナルな方法でやっていたあらゆる

調査が継続することの危機に直面している。だ

から、これを何とかネットのような新しい手法

に代替したいという切実なニーズがますます

顕在化しています。 
ですから、そういう現状を認識してまじめに

調査を考えている人や組織は、伝統手法と同じ

クエスチョネアで実験的にネットでも実施し

てデータを比較研究するなどお金をかけた研

究をやっております。この数年間でそういう研

究から得られた見識というか、ファクトが蓄積

されつつあります。 
例えば国の世論調査を担当する内閣府では、

今までやっている訪問面接と同じ質問票を使

って、同時期にネットでやって、どんな質問で

どう違うのかという比較分析を継続的に実施

しています。単純に差が大きい小さいだけでは

なくて、設問のタイプ・内容による違いなど高

度な分析をやって公表しております。また最近

だと、東大の社会科学研究所でも多くの研究者
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が参加する実証研究を徹底的にやってリサー

チペーパーとして発表しております。 
ネット調査だからゆがんだ結果しか得られ

ないというわけではありません。例えば「うど

んが好きですか、そばが好きですか」とネット

で聞いても、電話で聞いてもおそらく関西と関

東できれいに分かれる似たような結果になる

はずです。どんな質問でも違いがあるわけでは

なくて、ネットでやった場合にゆがむ質問とゆ

がまない質問とがある、そういったことが次第

にわかってきております。 
 
補正をするにも基準がない 

 
そこで、もしそこのずれ方が一定のパターン

であれば補正ができるのではないかというふ

うに考えます。「ＡＥＲＡ」で行ったひとつめ

の提案というのは、訪問面接とか電話など伝統

的手法の調査が正しいと仮定できれば、ネット

で調査をやったときの数字を、モデルとか数学

的な処理によって、正しいとされている数字に

近づけることができるのではないかというこ

とです。この分野も国内外でいろんな研究が進

んでおります。 
しかし、問題は補正の基準になる従来型調査

の方の信頼性です。わかりやすい例でいうと、

訪問面接・留置の調査では集合住宅居住者の比

率というのは実情よりもかなり低く出ます。こ

れは必ずしも調査員が悪いわけではなくて、最

近、東京なんか特にそうですけど、オートロッ

クマンションが増えて、訪問してスムーズに会

うこと自体が難しいのです。マンションと戸建

てを同じ１０回訪問しても、戸建のほうが対象

者に会える機会が高いということになります

ので、結果的に出てくる数字というのは、戸建

て居住者のシェアが大きい。また、訪問にして

も電話にしても在宅している人がつかまえや

すいわけですから、朝早く家を出て、夜遅くま

で残業するような都会型のサラリーマンは本

来の比率よりも低くなってしまうとか、まあ、

結局、トラディショナルな方法も協力率の低下

とか社会環境の変化でゆがんできているので、

そうすると、補正といっても、それを基準に補

正してもいいのだろうかと悩みます。 
さらにネット調査の補正は、単に性、年齢、 

職業など属性の補正ではないのです。例えば、

通常の調査でもときどき行われる属性分布の

補正、つまり若い人のサンプルが少ないから、

高いウエートをかけて国勢調査でわかる実際

の比率に合わせようというのとは違うレベル

の話です。ネット調査回答者の答え方のパター

ンを見出して、単純な属性によるウエートでは

なくて、意識とか行動とかも含め、できるだけ

ネット調査にあらわれる特有の傾向の影響力

を取り除こうという話でございます。補正をす

るからには、基準になる、信頼性の高い調査と

いうのが同時に必要だったのですけれども、そ

れがもうないというような状況になっていま

す。 
そのため、昔はネットがひずんでいるのでそ

ちらを補正するという前提で議論されていた

のに、最近ではトラディショナルな方法のほう

もゆがんでいると考えざるを得ないことが問

題を複雑にしています。訪問や電話で得られて

いるのは、結局人がよくて、楽天的で、人見知

りをしないような人たち意見になっていない

か。平日の昼間にいる人たちの意見になってい

るのではないかというのが、調査現場の認識で

ございます。 
だからといって、ネットのほうが正しいかと

いうと当たり前ですけどそうではなくて、ネッ

トリサーチに現れる回答には特定の考え方が

現れることが多い。例えば生活や社会に対する

不満度が高いという明確な特徴が見られます。

世の中を批判的にみるというのは、多くの比較

研究で出てくるパターンです。属性構成の違い

ではなく、属性別にみても不満度が高い。その

結果を解釈する場合、ネットユーザーのほうが

一般の日本人より満足度が低いのか、それとも

訪問や電話での回答者のほうが一般の日本人

より満足度が高いのかというのが、実はあいま

いなのですね。それを検証できないものですか

ら。 
回収率の高かったころから何年も時系列で
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データが蓄積されていて、時代が変わっても正

しい値が推測できれば、それに合わせられるの

でしょうけど、時代によって当然満足度水準そ

のものが変化していきますので、回収率が８０

パーセントだったころのデータを基準とする

こともできません。 
どっちで測定したものが国民の意識なのか

わからないというのが現状です。そういう意味

では、ネット調査も相対的に評価されるように

なったとは言えそうです。訪問、電話といった

レガシー調査を絶対視してネットはだめだで

はなくて、レガシー調査とネット調査の両方が

表わしている世論とか国民意識はそれぞれ何

かということを並行で考えてみようといった

形に分析フレームが変わってきている、そうい

うふうに思っております。 
  
ソーシャルメディア台頭のインパクト 

  
続いて、質問文を使わない世論把握の可能性

についてお話します。 
インターネット時代は、双方向コミュニケー

ションの時代ですね、それが世論把握だけでは

なくて、市場調査の世界にも大きな影響を与え

ています。４年前にウェブ２．０というのが流

行りました。ウェブ２．０はもともとは技術的

な話なので、技術者は技術者なりの定義をしま

すが、我々マーケティングをやっている人間に

とって、ウェブ１．０ではインターネットとい

うのはまだマスメディアのようなものだった

が、ウェブ２．０によってメディアとしての性

格が大きく変化したということです。 
３年前にポール・フリードマン著『フラット

化する社会』という、大変すばらしい本が出ま

した。世界がフラット化する要因として１０ぐ

らい挙がっておりましたけれども、そのうち

「アップローディング」というのが一番爆発的

に広がって、フラット化への影響が大きいとい

うふうに書いてございます。企業やメディアに

よってすでに用意されているものを読むダウ

ンロードに対して、アップロードというのは、

消費者が自分の言葉を共有できるプラットフ

ォーム上に上げるようになったということで

す。それをまた他の消費者がみるということで

すね。 
わかりやすい例でいいますと、例えば皆さん

がデジカメとか薄型テレビとかを買うときに、

ネット以前であれば、企業がコマーシャルをや

って、ああ、これはいいなと思って、カタログ

をみて比較検討して、お店に行って、探してい

たわけですよ。だけど、いま、みんな何をやる

かというと、買う前に候補となったデジカメが

あれば、多分聞かれたことがあるかと思います

が「価格コム」というサイトで価格や評判を調

べるのです。 
価格コムは、もともとショッピングモールの

ようなものですけれども、そこにあらゆる家

電・PC などの商品が、型番レベルで購入者に

よる膨大な評価の書き込みがあり、消費者はそ

れを参考にします。 
このような商品・サービス購入に必要な情報

というのを、いままでだったら企業からとか、

新聞社からとか、専門家からという、オーソリ

ティーからもらっていたのですけど、普通の人

たちがどんどん評価をネット上に上げてしま

います。いまの消費者は都合のいいことしか言

わないカタログや広告より、購買者の意見のほ

うを信じるということで、企業にとっては非常

につらい時代なのです。 
普通のひとたちがアップロードした内容を

他のユーザーが読める仕組み、そういうメディ

アのことをソーシャルメディアといいます。具

体的には、ブログとか、ＳＮＳの「ミクシィ」

に書いてある日記ですとか。日本には「２ちゃ

んねる」という有名な掲示板がありますが、そ

れもソーシャルメディアの一種ですね。要する

に、ウェブ２．０時代には意見や評判などあら

ゆるものがそういう形でネットのプラットフ

ォームにアップロードされるようになったと

いうことです。その影響は極めて大きく、消費

者の購買行動や企業側のマーケティングだけ

ではなく、世論とか国民意識についても、同様

のことが起こっています。世論形成においても、

アップロードというのが一般化し、ソーシャル
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メディアが普及したことというのが、世論形成

プロセスに影響を与えるようになっているの

です。 
 
世論形成プロセスが可視化される 

  
考えてみますと、普通の世論調査では、電話

に出た対象者に、あなたは何とかに賛成ですか、

反対ですかというふうに、突然聞くわけですね。

内閣支持はともかく政策評価の世論調査です

と、聞かれたほうは、そんなにみんなリテラシ

ー高いわけではないし、ふだんから新聞を読ん

でいるわけではないので、聞かれたことはよく

わからないのだけれども、とにかく直観的に

「はい」とか「いいえ」とか答えるケースは多

いと思います。 
そのイシューにどんなに詳しい人も、全然知

らない人も、同じように１票として数えられま

す。そういう方法でとられたものが世論という

ことです。世論調査で測れるものだけが世論で

あると割り切るのであれば、そういう直観的な

反応を数字にして安心していられたわけです

が、ではソーシャルメディアにアップロードさ

れる意見や評価についてはどう考えればよい

のか。 
ソーシャルメディア上で行われている世論

形成プロセスに注目すべきです。世論形成とい

うと堅苦しいですけど、もう少しどろどろした

り、しようもないレベルも含め、２ちゃんねる

でもブログでもさまざまな意見の交換が行わ

れます。まずイシューが取り上げられる、それ

に対して、ソースはどこか、あるいはそれを裏

づけるものが要求されたり、提示されたりする。

それに対して賛成だ、反対だという意見も自然

に集まります。 
閲覧者みんなが参加するわけではなく、舞台

のうえで一部のオピニオンリーダーがそうい

うディベートのようなことをやっているのを

みながら、観客からはそれはそうだよねとか、

この意見はひどいとか反応がまた返ってくる

ような感じです。必ずしもハイブローな話では

なく、しようもない話が多いのですけども、こ

れは政治でなくても、阪神と巨人の話でもいい

んです。そういうプロセスを普通の人たちが習

慣としてやるようになっているということの

意味は、世論形成という側面からみると非常に

大きいのです。 
いままでだったら隣の人と話しているよう

なことが、ネット上ですと記録され閲覧できる

ようになります。発言がソーシャル化、共有化

されることでさらにいろんな意見が入ってく

るようになりますので、それを定量化、可視化

できたりしないだろうかというのが、マーケテ

ィングリサーチではすごく大きな課題なので

す。 
例えば日産とホンダとトヨタのブランド力

を測りたいと思ったときに、我々のようなリサ

ーチャーはアンケートをつくって、以下の３つ

の車会社について、あなたがふだん感じている

ことを丸つけてくださいといって、技術力が高

いとか、質問紙で聞くことを考えますが、ソー

シャルメディアに書き込まれたトヨタと日産

とホンダのイメージの違いを分析することで

もブランド力に関する調査レポートとして出

てくるはずです。 
 
「集める」データと「集まる」データ 

 
このようなデータ収集法の違いについて、わ

れわれはよく「集める」データと「集まる」デ

ータという言い方をします。あるいは「アスキ

ング」と「リスニング」という言葉で対比させ

てますが、これは大きなパラダイム転換でござ

いました。 
調査会社に入ると、ともかく質問紙をつくる

というのが何か仕事のようなところがありま

す。消費者のことを知りたいが消費者のことが

わからない、だから質問紙をつくって消費者に

聞こう、というのが基本的な消費者理解の方法

だったのですけれども、インターネットの時代

は、実はウエブ上にたくさんの発言がすでにあ

るわけですね。そういう自然に集まっているも

のを分析しようというのがリスニングで「傾

聴」ともいいますけれども、マーケットリサー
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チの手法としてアスキングだけではなくて、リ

スニングも重視されるようになってきていま

す。 
従来型手法でいう観察法もそれにかなり近

いのだと思います。ただこれまでの観察法は消

費者の行動を見て記録するというものですが、

これが最近デジタル空間上のいろんなデータ

がログとして記録され、あとから分析・観察で

きる。そういった自然に集まるデータの活用が

市場調査の業界ではかなり実用化をしており

ますので、おそらく国民意識とか世論というの

も、そういう形で活用できるのではないかと思

います。 
そもそも「世論とは何か」というのは、著名

な先生方専門家の間でも定義がばらばらでし

て、悩ましい問題ではあるですが、一方でその

漠然とした世論を把握したいというニーズが

あるわけです。いまは世論調査の結果イコール

世論ということになっていますけども、もちろ

ん他の定義があってもいい。 
例えばいまの景気状態を知りたいというニ

ーズに対してはどうでしょう。景気を測るため

の定義や方法というのは生産指数とか在庫指

数とか、それこそ山のようにあるわけです。実

際の経済活動にあらわれてくる統計データも

ございますし、日経がやる社長アンケート商店

主やタクシー運転手の実感を拾う街角景気イ

ンデックスのような特定集団の意識の変化を

調べるアンケートなど、景気調査というのはい

っぱい手段があるんですね。それを我々は目的

に応じて利用し、総合的に受けとめている。 
質問紙では捕らえにくい世論というのもあ

ります。例えば「あなたは大きな政府がいいで

すか、小さな政府がいいですか」という質問に

答えるのは難しい。言葉にして二者択一を迫る

ようなものは回答側の解釈もさまざまです。無

駄遣いをなくして負担を小さくすべきと信じ

る一方で、福祉とか教育には負担が大きくなっ

ても充実してほしいというのも望みますので、

単純に大きい、小さいという言葉で判断しても

らうのは非常に難しい。 
ひとつのクエスチョネアではなくて、ネット

上のニュース閲覧統計データですとか、ソーシ

ャルメディアに書き込まれたテキストですと

か、ネット上のデータを何とか定量化したり可

視化したりすることによって、別の世論を把握

できるのではないかということを、考えるべき

でしょう。すでに市場調査では実用化してます

ので、これを何とか世論調査に応用できないか

なと思っています。 
ただ受け入れられるには時間がかかると思

います。電話調査を導入したときもネット調査

を始めたときも抵抗が多かったのですけど、こ

ういう新しい手法に関しては、それは世論とは

言えないといった話がでてくるかもしれませ

ん。インターネットの普及によって、そういう

ことも可能にしていますよ、ということでござ

います。 
 
減り続ける電話調査シェア 

 
ところで現在の電話調査の実情については

研究会１回目の峰久さんからも詳しくお話が

あったと思いますが、私のほうでも新しいデー

タを紹介いたします。 
これは日本マーケティングリサーチ協会正

会員調査会社を１００社以上を対象に毎年実

施している「経営業務統計実態調査」から、調

査手法別売上構成比の推移を示したものです。 
２０００年以前はそれほど大きな変化は、み

られませんが、２０００年ごろを境に劇的に変

わりました。ごらんのとおり、２０００年には

訪問法（面接・留置）が２５％、電話法は１３％

を占めていましたが、年々シェアを落とし、０

７年には訪問が１４％、電話はわずか３％にす

ぎません。一方２０００年に３％だったネット

調査の比率は０７年には３２％まで増えてい

ます。 
これは売り上げのシェアなのですね。訪問面

接というのは非常にお金がかかります。１，０

００サンプルの調査を全国でまじめにやろう

としたら、おそらく１，０００万円以上は必要

です。インターネットの場合は１件あたり何十

万円でできますので、売上ベースではなく、案
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件ベースでいうと、今日本で実施される調査の

うち恐らく７～８割はインターネットになっ

ているだろうと思います。 
マーケティングリサーチ協会の統計で市場

調査が多いのですが、新情報センターとか中央

調査社さんも入っていますので、国や自治体、

メディアから受託する世論調査も入っていま

す。世論調査が入っているのに、電話は３％と

いうのは少ない気もしますが、これは電話調査

をやるところが調査会社でなくなったことも

原因のひとつです。 
具体的にいうとテレマーケティング会社の

「ベルシステム」とか「もしもしホットライン」

とか「トランスコスモス」とか、そういったと

ころがテレビ局や新聞社などのメディアから

世論調査を直に受けるようになってきている。

昔は曲がりなりにも調査をやるのだから、専門

調査会社に頼むのが当たり前だったのですけ

ど、多分コスト削減とか、中抜きみたいのがあ

ったのだと思います。調査会社が受託した場合

でも、私が知る限り、実際のオペレーションに

関してはテレマーケティング会社に委託され

るケースがほとんどです。マーケティングリサ

ーチ協会の中にはテレマ会社は入っていませ

んので、電話世論調査を従来の調査会社はほと

んどやらなくなったということですかね。 
マーケティングリサーチに関しても、ネット

リサーチが出てくる前は、それまで主流だった

訪問とか郵送は時間も費用もかかるから、電話

法へのシフトが起こったくらいで、実際９０年

代後半から２０００年ぐらいが最も電話調査

が使われていたのですけども、ネットリサーチ

が出てくると、早さとか安さは電話よりもさら

にメリットがあると。それに加えてオペレータ

ーの声に頼るのではなく質問票を提示できま

すので、例えば、「一番搾りを飲みましたか」

ではなくて、一番搾りの写真を出して、「これ

飲んだことありますか」というふうに聞けるの

で調査の信頼度もあがります。同様に訪問面接

をやっていたものをインターネットに置き換

えてきたという理由もあるのではないかと思

います。 

だからちょっと語弊があるかもしれません

が、もう市場調査ではほとんど電話は使ってい

ないといってもいいかと思います。かろうじて

残っているのは世論調査だけというところで

すね。これが調査業界からみた実態ではないか

な、というふうに思います。 
 
ＲＤＤの実質回収率は公表値より低い 

 
もう一つ、これも知っておくべき重要な話を

いたします。新聞社さんも電話調査ＲＤＤをや

られていると思います。記事では大体どこも回

収率が出ていますが、大体いま５０パーセント

から６０パーセントぐらいでしょうか。ＲＤＤ

という方法は、多分、前回の研究会で聞かれた

ので、頭の中に具体的なイメージあるかと思い

ます。 
この資料は、「サーベイメソドロジー研究会」

というリサーチャー有志による研究資料の一

部で、２００６年８月に行われた日経電話世論

調査のフィールドワークの実情がまとめられ

ています。このケースでは、ランダムに発生さ

せた番号を１万件用意しており、そのうち使用

可能な番号、つまり電話の通じたものが３７３

８件です。 
電話番号がランダムに発生しますので、いろ

んなパターンがあるわけです。現在使われてお

りませんとか、ファクスだったり、事業所の代

表にかかったりとさまざまです。これら一般世

帯でないことが明らかなものが１０５５件で、

これを除いた２６８３件を分母とするのが「Ｒ

Ｒ（Response Rate）２」と呼ばれる回収率定

義です。回収できたのは８９１サンプルですか

ら、この場合の回収率は３３．２％です。 
次に、呼び出し音はなっているけれど出ない

というのも結構あります。これは世帯かもしれ

ないし事業所かもしれないのですが、これを分

母からはずして計算するのが「ＲＲ４」で、こ

の定義では４５．５％となります。常識的に考

えて、事業所が電話に出ないということはあり

ませんので、実際にはほとんど一般世帯だと思

いますが。 
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さらに分母を減らすことも出来ます。ＲＤＤ

というのは、電話をかけてそこに有権者がいる

かどうか、何人いるかというのを特定し乱数表

で上から何番目の方って個人を特定しますの

で、まずは有権者がいるかどうか、何人いるか

というのを聞かないといけないのです。しかし、

お宅に有権者いらっしゃいますかと聞く前に

拒否されてしまったケースも出てきます。 
有権者は二十歳以上、まあ固定電話があって、

世帯と判明した以上、多分有権者いるだろうと

大体思うのですが、これが４１８件で、それを

分母からはずしたのものが「ＲＲ６」の定義で

回収率が５７．９％となります。実はこれが紙

面で公表される値なのです。 
このようにＲＤＤという方法は管理が複雑

で、定義の仕方で回収率は変わってしまいます。

ここで紹介したＲＲ２、ＲＲ４、ＲＲ６という

のはアメリカ世論調査協会が定義しているも

ので、公表する時にはいずれかの定義を使えば

いいということになっています。おそらく、日

本の場合は一番ゆるい基準のＲＲ６を使って

いるケースがほとんどでしょう。日経もここを

使っていて、つまり世帯が判明して有権者がい

るとわかったところだけを分母にして６割弱

という回収率が出されているわけです。 
回収率６割というと、まあいいんじゃないの

とみられますが、このような理由で実際には２

０％～４０％ぐらいだと思っています。いまの

ＲＤＤ世論調査が拾っている回収者というの

は、本来の対象者の３割程度ぐらいしかとって

いないのではないかということです。 
 
都市層、若年層が反映されない 

 
問題は、その回収した３割と、回収されなか

った７割の間に集団としての違い、世論の違い

はあるのかということなのですが、私は絶対に

あると思います。特に最近の緊急調査とよばれ

る短期間の世論調査に関しては問題が大きい

です。内閣改造を平日にやると、当日夕方ぐら

いからすでに電話をかけ始めて、改造内閣の顔

ぶれもまだ知らない有権者に、どう思いますか

と電話で聞かれるわけです。当日の夜には調査

を締めて、次の日に結果を出してしまうみたい

なこともあります。答えてくれた人というのは、

たまたま平日の夕方ぐらいに家にいた人だっ

たり、内容を知らなくても親切にも答えてくれ

た人たちの評価と言えないこともありません。

ちょっと語弊があるかもしれませんが、やはり

特別な集団のデータだと思います。 
わたしたち調査会社が８０年代、９０年代に

世論調査をやるときは、必ず土・日は入れなさ

いと教わりました。通常は金・土・日で調査を

やります。なぜかというと、現場をやっている

とよくわかるのですけれども、平日、金曜日っ

て、高齢者とか専業主婦しかとれないんですよ。

当たり前ですけど、今日ここに列席いただいた

皆さんも平日に電話が家庭にかかってきても、

皆さん恐らくいらっしゃらないので意見がと

れません。 
９時に帰りますからと聞けば、また９時ごろ

電話するのですが、飲んでいったりすると、９

時になっても帰ってこないとかいうこともあ

るでしょう。都会の勤め人にコンタクトできる

数少ないチャンスが土曜日の朝です。そういう

時間帯がすごく貴重なのでオペレータの数も

そこを見込んで計画します。平日と土・日では

全くとれる集団の性格が違うにもかかわらず、

最近は平気で平日だけで緊急調査をやってし

まうのは問題ですね。 
だから回収したグループと、回収できなかっ

たグループの性格は違うというふうに考えら

れます。データでみる限り、やっぱり若者、若

年層ですね、それから、都市のサラリーマン層

もあまりとれていません。いまのＲＤＤによる

世論調査というのは、偏っている可能性が非常

に高い。それを喚起してくれるのがこの回収率

の定義という考え方だ、というふうに思ってお

ります。 
  
携帯電話活用とオートコール 

  
では今後どうすべきなのか。ひとつは携帯電

話の活用です。何らかの形でパネル化するのか
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あるいはＲＤＤでランダムなのかどうかはわ

からないですが、可能性としては全くゼロでは

ない。現状では携帯に全く知らない人からかか

ってくると、みんなが警戒してとにかく答えて

くれないから、多分できないのでしょうけども。

例えばですけど、ちょっと荒唐無稽な話かもし

れませんが、例えばドコモさんが調査事業に進

出をする。で、ドコモの何千万台の携帯電話に

一斉に呼びかけをする、携帯電話を開いたとき

に調査協力依頼メッセージが届く、というよう

なことも不可能ではありません。 
そういう意味でいうと、いずれにしても固定

電話というのはもはや全国民の意見をとるイ

ンフラとしては、寿命が来ている、あと５年ぐ

らいではないかと個人的には思います。その間

にムードが変わる可能性もあるのではないか

なと思います。  
あと、オートコールの影響も大きい。最近自

動音声の世論調査がかかってくると、時々いわ

れるのですね。こういう仕事をしているので、

新聞社の世論調査もこういう方法でやってい

るのでしょうと、本気でいわれます。自民党あ

たりは１回の調査で３００万世帯にかけるそ

うで、選挙前なんかになると、多分対象世帯も

頻度も増えそうです。オートコールの歩どまり、

協力率は極めて低いので、とにかくコール数を

出さなければいけない。 
ただ一般的なＲＤＤ調査に比べるとコスト

はかからないので、別に３００万世帯にかけた

ってかまわないわけで。こういうものが、いま、

かなり普及しておりまして、世論調査というの

はオートコールのことだと思っている国民は

多いと思います。オートコールが隆盛というの

は私もあまり信じられないのですけれども、こ

れは旧来のリサーチ業界にいるからであって、

それだけいまは普及しているということです。 
オートコールは世論調査ではないと関係者

皆さんおっしゃっています。確かに公表はされ

ずデータをもとに自民党あたりは戦略を練り

ますので、世論調査というよりはマーケットリ

サーチに近いですね。代表性はないのだけれど

も、トレンドをみていれば必ずわかるという確

信があるようです。 
ただコンピュータ音声ですから、９割は切っ

てしまいます。そうすると世論調査と聞いたと

たんにすぐ切るというように習慣化させてし

まうのではないかと。このビジネスをやられて

いる方に申しわけない言い方ですが、やはり通

常の世論調査にも少なからぬ影響を与えてい

るのは間違いないと、個人的には思います。人

間の声でも、ああ世論調査、ガチャッと、そう

いう人たちがふえる理由の一つかなというふ

うにも思うのです。ただ、これは使えるデータ

ということで、今後利用機会もふえていくだろ

うと思います。 
  
政治家、政策のレイティング 

  
続いてネット上で行われる定量的な世論把

握の新しい試みをいくつか紹介します。 
今日参加の皆さんはネットはみないよとい

う方も多いと思うのですけど「ヤフーみんなの

政治」をご存じですか。私は素晴しいサイトで

あると思っています。すべての国会議員がひと

りひとりページになっていまして、一般ユーザ

ーによるレイティングができて、あとコメント

もつけられるのですね。 
ヤフーには映画とかグルメとかさまざまな

評価・意見集約システムがあって、ほぼ同じ仕

組みです。 
例えばこれは鳩山由紀夫さんのページです

が、そこに５段階評価でレイティングをするん

ですね。レイティングとともにコメントとつけ

たい人はそれも書きます。自分でコメントを書

くのが大変なら、書き込まれたコメントに対し

て、支持する、しないというのを投票できるよ

うになっています。 
すべての国会議員とか政治家に対して採点

結果の推移などのデータとしてありますので、

いろんな分析をやると、どういう政治家が評価

されるのかというのがわかります。 
もちろんこれは「投票」の一種ですので、世

論調査とは全然違います。単にレイティングす
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るだけですと、組織票の問題もあるし、数字化、

定量化だけでは多面的評価にならない。しかし

「ヤフーみんなの政治」の場合、高い評価をす

る人の理由、低い評価の人の理由というのも客

観的に読まれていきますし、そのコメントも支

持・不支持という形で評価される。民意という

のを考えれば、やはり意見集約の優れた仕組み

ですね。 
また議員だけではなくて、法案についてもレ

イティングされます。マニアックなのですけど

も、審議中の議案がこういう形で一つ一つペー

ジになっておりまして、その評価が同じような

仕組みで提供されています。例えば森喜朗元首

相が６月に「天皇陛下 御在位二十年を記念す

る日を休日とする法律案」を衆議院に提出して

います。キャッチーになったので、ちょっと拾

ってきたのですけど、その法案についてどう思

うかというのをユーザーが評価するわけです。 
単純な内閣支持の投票でなく、政治家一人一

人、政治イシュー一つ一つについて、このよう

な形で定量化と、ディスカッションの場という

のが、ヤフーではいま行われているということ

ですね。「ヤフーニュース」も同じでそれぞれ

の記事に対しても読者の反応が 可視化され

ており、例えばこの鳩山代表の参考人招致を自

民党が求めたという時事通信さんのニュース

であれば、コメントが５２９人から１，０４３

件あった、平均投稿数は１時間当たり９０通と

いったことがわかります。 
同様の人気サービスに「はてなブックマー

ク」があります。これは皆さんご存じないかも

しれませんが、２０代、３０代は、この「はて

なブックマーク」をかなり使っています。何か

というと、新聞記事とかブログとか、自分が気

になるものがあったら、それをブックマークす

るのですが、通常のブックマークと違うのは、

それがネットユーザーで共有をされるわけで

す。ブックマークというのは自分のために自分

のパソコンにしますけれども、「はてな」とい

うプラットフォームにブックマークをするん

ですね。すると同じ記事とかブログをブックマ

ークする人たちが一堂に会しますので、同じ関

心をもつイシューに対する意見という形で出

てくるわけです。 
例えば昨日、「日経ビジネス」に「欧米の新

聞はすでに死んでいる」という記事が載りまし

たが、これを 115 人がはてなにブックマーク

し、コメントをつけています。こういう形で関

心のあるイシューごとに、それに対する反応が

出て、定量化されて、定性的コメントであって

も、それぞれに対してどのぐらい共感が得られ

ているかということが可視化されているわけ

です。世論調査とは違うのですが、実はソーシ

ャルメディアでこういうことがすでに起こっ

ているということです。 
  
投票型世論調査はまだ課題が多い 

  
最後に投票型の調査について。私はネット上

の投票に関してはまだ課題が多いと感じてお

ります。有名なケースですが、元航空幕僚長の

田母神氏の論文が問題視された際に、ヤフーが

投票をやって約１０万件の回答がありました。

ヤフー投票の場合も、賛成、反対それぞれ投票

した人がコメントを書くようになっています。

結果が出た当日に、参考人招致があって、「ヤ

フーでは５８％私を支持している」という発言

がありました。最終結果をみると、ほとんど問

題ない１３％プラスまったく問題ない４６％

ですので、５９％です。 
ところが２週間後ぐらいに、「週刊文春」が、

田母神氏の支持者が組織票を投稿していたと

いう事実を明らかにしました。こういう仕組み

があっても、リスクはありますので、万能では

ないということですね。このように投票型の調

査に代表性はないのですけれども、すでに多く

のテーマで実施されてますし、世論の可視化と

いう意味では活用するのもいいのではないか

というふうに思います。 
また、新しい調査の仕組みとして面白いと感

じたのが「ニコニコ動画」で行われるアンケー

トです。ニコニコ動画は若年層にいま大変な人

気で、ユーチューブは皆さんご存じかと思いま

すが、あれの日本版で動画にコメントが書ける

仕組みを持っています。月間１，０００万人ぐ
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らいが訪問する大きなメディアなのですけれ

ども、ここが去年「ニコ割」というアンケート

システムを導入しました。割というのは割引で

はなく割り込みのことです。ニコニコ動画はも

ともと非同期のサービスです。ユーチューブの

ようにユーザーは好きな動画を好きな時間に

好きなようにみているのですが、ある特定の時

間にすべての動画をとめて、そこでアンケート

をかけてしまいます。 
ですから１分ぐらいで調査は終わってしま

います。何月何日何時何分に調査したというこ

とで、去年やった事例では８万人の回答があつ

まっています、当初はおふざけぐらいに思って

いましたが、先週、「日経ＢＰ」のニュースサ

イトに、「ニコニコ動画世論調査」というのが

出て、びっくりしました。自民支持がトップと

いう、通常の世論調査と全然違う結果が出たり

しておりますが、ただ、これはこれでＲＤＤ電

話調査ではリーチしない若年層をとらえてい

るのなら、このような方法も面白いなと思いま

す。 
例えば、いま同時にヤフーをみている人に一

斉にアンケートをかけてみる。多分１００万単

位に声をかけられます。ヤフーはいろんな人た

ちが利用しますので、新しい調査インフラにな

る可能性もあります。こういうネット上のいろ

んな世論の定量化という動きの中に、もしかし

たら新しい調査手法が生まれるかもしれない

ということで、いつくつかの事例をご紹介をさ

せていただきました。 
以上で私のほうからのプレゼンテーション

は終わらせていただきます。どうもありがとう

ございました。 
 

質疑応答 

 
司会 川村晃司企画委員（テレビ朝日報道局

報道企画部コメンテーター）どうもありがとう

ございました。 
いまのネット調査の現状と将来について、詳

しく語っていただきましたけれども、それでは、

ここから質問を受けたいと思いますが、質問さ

れる方は、所属とお名前をお話しなさってくだ

さい。 
では、最初にちょっと私のほうからお聞きし

たいんですけども、先ほどネット調査と伝統的

な調査の中間ぐらいに真実があるのではない

かというお話をされましたけれども、それを、

例えば検証されたとか、具体的な例で何かこう

いうことがあったという事例はあるんでしょ

うか。 
 
萩原 東大の社会科学研究所のリサーチペ

ーパーでは、真実の値がわかる変数、例えば、

職業分布とか住居形態とかで検証されていま

す。意識というのは真の値はわからないですけ

ども、事実レベルでわかるものがある。真の値

というのが、レガシー調査とネット調査の真ん

中ぐらいに来ている項目がありました。住居形

態については、明らかに訪問面接法というのが

少ないですね。戸建ての人たちの意見が強く反

映すると。一方ネットが近いかというと、そう

でもなくて、逆にマンション居住者が多かった

とかありました。真であるものがわかるものが

あれば、検証はできるんじゃないかなと思いま

す。 
印象でいうのはあまりよくないと思うんで

すけども、さきほどの「ニコニコ動画」のケー

ス。例えば、普通の２０代の毎日残業している

若い男の子っていうのをちょっと想像してほ

しいんですよ。今度、東京都議選がある。そう

いう２０代の男の子の意見をとりたいと思っ

たときに、ＲＤＤでは彼には絶対にリーチしな

いわけですね。なぜかというと、彼の家にはた

ぶん固定電話はありませんし、家にいるような

時間には調査できない。 
ところが、彼は、この６月２５日２３時１０

分にやったニコニコ調査の対象者になる可能

性はある。そういう深夜時間帯に「ニコニコ動

画」をみていた人に声をかけるわけです。「ニ

コニコ動画」の視聴者は、１０代、２０代が６

～７割で、高齢者の方はほとんどみないような

ものですが、このメディアですと彼にリーチで

きるわけですね。 
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逆に専業主婦のＡ子さんは、ＲＤＤでリーチ

するんですけど、「ニコニコ動画」なんてみた

こともないし、知らない。そういう状況がある

わけなので、ＲＤＤが真で、正しくて、ニコニ

コ動画を使ったお遊びみたいな調査がだめか

というと、私はそうはいい切れないというふう

に思うのですね。 
ＲＤＤで絶対にリーチしない人というのが

いる以上、そのグループに対して他の方法だっ

たらリーチするかもしれないということは常

に考えなきゃいけないと思います。ＲＤＤでと

れた人ととれない人の間に意見の偏りがなけ

ればオーケーなんですけれども、そこは難しい。

多分真実の値というのは、ちょっと語弊がある

かもしれませんけど、調査手法がいろいろあっ

て、それらの調査手法の平均というか、あいだ

にあるという考え方をベースに研究すべきで

す。ＲＤＤが正しいと思い込めば「ニコニコの

データっておかしいよ、自民支持がトップっ

て」というふうになっちゃうんじゃないかと思

います。 
ただ、ニコニコを深夜にみている若年層はあ

まり投票に行かないでしょうから、選挙結果と

は異なるものになります。選挙調査に関しては、

よく言われるように電話調査に調査協力する

層と、実際に投票する層が比較的似ているとい

うところがありますので、議席予測も当たる。

問題は政策イシューの問題ですね、例えば年金

問題について聞いたときに、現在もらっている

人の給付水準を下げるか上げるか、保険料を上

げるかと聞くのでは、当然世代間の損得を反映

するわけなので、高齢者の意見が反映されるＲ

ＤＤ調査が世論だというふうに思うのは、これ

はフェアではないかなというふうに思います。 
ですから、携帯電話みたいなもの、ミクシィ

とかモバゲータウンみたいなところで、若い人

たちの意見を何らかの形で拾ってあげないと、

いつまでたっても高齢者とか専業主婦中心の

世帯の意見しかとれない。そういう検証や研究

をやっぱりもっと学会とかやってほしいなと

いうふうに思います。 
 

司会 わかりました。 
それじゃ、ぜひ会場から。峰久さん、どうぞ。 
  
峰久 朝日新聞の峰久と申します。第１回の

講演をやらせていただきました。 
萩原さんがおっしゃる、トラディショナルな

世論調査をやってきた者でありますけれども、

おっしゃるとおり、確かに訪問面接でも、ＲＤ

Ｄでも、取りこぼしている人たちが非常にたく

さんいるということは、私たちは本当に深く深

く認識しております。 
他方、これからの恐らくいろいろ展開される

であろうネット調査もまた非常に多くの人を

取りこぼしていると思います。ある意味、声な

き声という人たちが拾えない。いわば自分から

発信する意欲のある人たちの声しか拾えない

部分があるのではないかと思います。 
私と萩原さん、実は大変友だちでして、敵対

する関係ではなくて、お互いに高め合う仲だと

――私のほうの片思いかもしれませんが――

思っているんですけれども、いかがでしょうね、

両方のトラディショナルなものと、これからの

新しいものの融合といいますかね、お互いに補

完して、何かもっと捕捉率の高い調査、そうい

ったものをできる可能性というのはあるんで

しょうか。 
 
萩原 本当に漠然としたイメージなんです

けれども、私はやっぱり複数のデータ収集方を

組み合わせるハイブリッドしかないと思いま

すね。調査業界では、マルチモードといいます。

私は実は来年の国勢調査の検討委員というの

を総務省でやっていました。国勢調査ですら、

２３区レベルでは２割、３割回収できていない

んですよ。あれは要するに調査員が行って、記

入してくださいと、個人情報の塊のようなもの

を、都市の若い人たちが素直にやるわけがあり

ません。 
すでに発表されていると思いますが、２０１

０年の調査では郵送や、一部の都市部ではネッ

トも併用するという提言をいたしました。一つ
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の調査手法で全世帯の回答がとれれば理想な

んですが、時代がそれを許さないとすれば、カ

バレッジをできるだけ高くするための工夫が

必要です。調査をやる側の都合で調査を設計す

るんじゃなくて、調査に答える側はどういう方

法だったら答えられるかということに対して、

調査をやる側がきちんと対応していこうとい

うことです。 
マルチモード調査とかハイブリッド調査、実

は評判悪いんですよ。なぜかというと、日本の

調査業界では異なる手法で集めたデータをま

ぜちゃうなんてとんでもないというのがトラ

ディショナルな考え方だからです。ただ国勢調

査の場合は事実を書きますので、要は、調査員

に渡そうが、インターネットで書き込もうが、

事実として情報がとれればいいので、導入しや

すいと思うんです。 
世論調査っていうのは、実はいまのような考

え方のゴールというか、かなり先にあると思い

ます。さっきイメージしてもらった２０代の固

定電話を持たない若い男子がいる。一方、地方

でインターネットなんか全然みたことなくて

使ったこともない７０歳のひとり暮らしのお

ばあちゃんがいる。両方の意見をとりたいと思

ったときにどうしたらよいのか。一昔前だった

ら訪問法なら家に行けばリーチはできたけど、

いまは本当に調査に答える習慣自体というか、

気持ち自体が薄くなってしまったので何か考

えなくてはならない。 
きょうはお話ししませんでしたけど、あなた

はどんな方法だったら調査に答えてもいいと

思いますかと直接聞いて、実際の協力意向と比

較する研究もあるんですね。 
どの方法なら答えていいかとたずねると、当

たり前なんですけど、訪問面接は全然低くて

５％とか１０％。郵送だったら８０％とかいう

んですが、ただ、実際に調査をやると、訪問面

接でも４０、５０％ぐらいは集まる。一方郵送

をやると、郵送世論調査で実績を上げている朝

日新聞社さんは別ですけど、大体２０、３０％

しか集まらないので、回答者も言ったことと実

際の行動が違う。ただ、回答者はそれぞれ考え

方が異なり、この方法だったらだめだけど、こ

の方法ならいいという分布がはっきりしてい

るんですね。嗜好がはっきりしているので、あ

なたが答えてもいいという方法を、こちらは用

意しますよというような形で、捕捉率とかカバ

レッジを高くしていくというのが、一つの方法

だと思います。 
ただどうやるかというのは、まだそれはあま

り具体化していません。正直いうと、本当にい

ろいろいいましたけれども、現状で代表性をあ

る程度確保するという意味では、ＲＤＤがまし

かもしれません。だからＲＤＤでリーチしない

層は、じゃあ何だったらリーチするのかという

ことを考えたい。ツールとして使うのであれば、

やはり携帯電話だと思いますし、テレビかもし

れないし、オンデマンド系のテレビがあれば、

テレビが調査ツールになるかもしれない。２０

代の男子の都会居住者でも、彼の周りには携帯

電話があり、インタラクティブテレビがあり、

デジタルサイネージみたいなものもある。そこ

で彼の意見は拾えないんだろうかと考えられ

ないわけではないと思うんですよ。 
だからハイブリッドという方法で、結果的に、

いま申しあげたような特定の方法が特定の集

団の世論を拾っていないというのを少しでも

解消していかなくてはなりません。年金問題で

は高齢者だけではなくて、２０代の意見もちゃ

んと反映するような調査が求められています。

いまのＲＤＤの延長線上に何をプラスすれば、

取りこぼしを拾えるかというふうに考えてい

けたらなと思います。 
 
司会 それでは、きょうは本当にどうもあり

がとうございました。 
   
萩原 どうもありがとうございます。 
（拍手） 
 

（文責・編集部） 


